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〈Summary〉
  In order to promote the establishment of an educational environment which corresponds 
to globalization from the elementary to secondary education stage, it is necessary to develop 
people who can act independently with a global point of view in a society that is becoming more 
international. Japanese school must have reformed comprehensively on such measures as 
enhancing education to deepen international understanding and teach foreign languages, 
promoting international exchange, enhancing education of Japanese students overseas, and 

























































































　この分野についての主な調査研究をみてみると，1988 年に NHK が実施した日本人の国際意識
調査がある。この研究結果によると，まず国際社会の中で日本が求めている「国際人」の条件と
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しては，3 名に 1 名は外国語に堪能であること，4 名に 1 名は人種などの偏見をもたず，どこの
人とも対等に付き合える人だと考えていることが明らかにされた。国際社会において日本は将来
どのような方向に進むべきかに関しては，「差別のない社会」志向は 39％，「リーダーシップ」











































2014 年 5 月 1 日現在 1,043 校（公立 542 校，私立 492 校，国立 9 校）となっており，提携先は
42 か国・地域にわたり，国・地域別ではオーストラリアが最も多く 473 校，次いでアメリカ 372
校，韓国 274 校，中国 216 校の順となっていた。なお姉妹校提携を結んでいる学校は延べ 2,102
校で平成 23 年調査より約 10％増加していた。」 10）
　生徒の国際交流の現状 ―「外国への修学旅行を実施した高等学校は 2014 年 5 月 1 日現在，
延べ 1,300 校（公立 437 校，私立 852 校，国立 11 校）で，行先は 31 か国・地域にわたり，参加
生徒数からみるとアメリカが最も多く，260 校 35,168 人，次いでシンガポール 167 校 23,571 人，
台湾 140 校 20,829 人，マレーシア 132 校 20,614 人の順となっていた。なお参加者数は，延べ
168,668 人で，平成 23 年調査より約 11％増加していた。外国への研修旅行に高校生を派遣した
学校数は延べ 3,197 校（公立 1,937 校，私立 1,219 校，国立 41 校）で，行先は 44 か国・地域に
わたり，アメリカが最も多く 10,100 人，次いでオーストラリア 9,819 人，イギリス 4,568 人，カ
ナダ 3,914 人の順となっていた。さらに研修旅行参加生徒数は，延べ 38,152 人で，2011 年調査
より約 27％増加していた。外国の高等学校へ高校生を留学生として派遣した学校数は延べ 1,879
校で，渡航先は 46 か国・地域にわたり，アメリカが最も多く 1,156 人，次いでニュージーラン
ド 847 人，カナダ 642 人，オーストラリア 454 人の順となっていた。留学生徒数は，延べ 3,897
人で，2011 年調査より約 20％増加した。外国からの教育旅行を受け入れた高等学校は，延べ
1,315 校（公立 805 校，私立 481 校，国立 29 校）で，訪問者の国は 46 か国・地域にわたり，台
湾からの訪問者が最も多く 11,382 人，次いで韓国 5,567 人，アメリカ 2,922 人，オーストラリア
2,082 人の順となっていた。訪問者数は延べ 28,663 人で，2011 年調査より約 80％増加していた。
また日本の高等学校が受け入れた外国人留学生は，延べ 1,665 人（公立 449 人，私立 1,204 人，
国立 12 人）で留学生の出身国は 48 か国・地域となっており，出身国別に見ると中国が最も多く
536 人，次いでアメリカ 149 人，タイ 127 人，ドイツ 109 人の順となっており，受け入れた外国
人留学生の数は，2011 年度と比べると約 30％増加していた。さらに日本の高等学校等が受け入
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れた外国からの研修旅行生は，延べ 4,966 人（公立 2,500 人，私立 2,362 人，国立 104 人）で研
修旅行生の出身国は 44 か国・地域で，出身国・地域別にみると，オーストラリアが最も多く
1,354 人，次いで韓国 772 人，アメリカ 675 人，台湾 559 人の順となっており，受け入れた研修






































践的な研究を行った。SELHi については，行動計画の中で「平成 17 年度までに計 100 校の指定
を目標」としており，その内訳は，2002 年度は 18 校（公立 15 校，私立 3 校），2003 年度は 34
校（国立 1 校，公立 25 校，私立 8 校），2004 年度は 35 校（公立 21 校，私立 14 校），2005 年度













践」「県下 40 名中 29 名の ALT による教材作成協力」などがあった 15）。
　 2 ．留学・英語合宿研修などのハード面での工夫に関しては，「英語圏への海外修学旅行，海
外の姉妹校・提携校との生徒交換プログラム，短期海外語学研修プログラムなどの実施」，「他校



















るため，2014 年 3 月に高等学校または中高一貫教育校 56 校を「スーパーグローバルハイスクー
ル（SGH）」（期間は 4 年間）に指定した。SGH は，国際機関職員，社会起業家，グローバル企
業の経営者，政治家，研究者など，国際的な社会問題の解決に取り組み，グローバルに活躍でき
る人材を育成することを目標としている。そのために必要な教養，コミュニケーション能力，問
題解決力などを身につけるカリキュラムがある高等学校 ･ 中高一貫教育校が，SGH として指定
された。また文部科学省と管理機関が SGH に対して指導 ･ 助言 ･ 評価を行い，国際化を進める
大学が SGH と連携し，企業 ･ 国際機関 ･ 非営利団体などが，SGH に対して人材やプログラムを
提供する仕組みでもある 18）。
　2014 年には，246 校のなかから，国立 4 校，公立 34 校，私立 18 校の合計 56 校が SGH に指





























　2014 年 5 月 1 日現在，英語以外の外国語の科目を開設している高等学校等は 708 校（公立 512
校，私立 194 校，国立 2）で，言語数は 15 言語で，言語別に見ると中国語が最も多く 517 校（履
修者数 19,106 人），次いで韓国・朝鮮語 333 校（11,210 人），フランス語 223 校（9,214 人），ド
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